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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３ 「1株当り純資産額」及び「1株当り中間（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成してい

るため記載を省略しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

（1）連結経営指標等             

売上高 (百万円) 5,776 6,185 6,928 11,921 12,645 

経常利益 (百万円) 116 134 122 226 246 

中間（当期）純利益 (百万円) 69 77 60 139 161 

純資産額 (百万円) 1,177 1,907 2,132 1,741 2,210 

総資産額 (百万円) 6,708 8,751 10,702 7,382 10,285 

１株当たり純資産額 （円） 96.56 156.47 174.93 142.76 181.30 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） 5.66 6.33 4.98 11.45 13.23 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 17.6 21.8 19.9 23.6 21.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 160 67 △101 306 272 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △41 △808 △678 △514 △1,883 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 31 1,078 468 267 2,019 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 1,008 1,259 1,020 920 1,331 

従業員数 （人） 190 196 207 193 202 

（2）提出会社の経営指標等           

売上高 (百万円) 4,986 5,696 6,189 10,302 11,576 

経常利益 (百万円) 80 125 153 181 269 

中間（当期）純利益 (百万円) 45 72 92 113 181 

資本金 (百万円) 612 612 612 612 612 

発行済株式総数 （千株） 12,240 12,240 12,240 12,240 12,240 

純資産額 (百万円) 1,625 1,835 2,116 1,672 2,162 

総資産額 (百万円) 7,084 8,635 10,627 7,238 10,196 

１株当たり配当額 （円） － － － 3.00 5.00 

自己資本比率 （％） 22.9 21.3 19.9 23.1 21.2 

従業員数 （人） 181 188 197 185 194 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であります。 

（２）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

（３）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

海運事業 65   

港運・倉庫事業 141   

その他事業 1   

合計 207   

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 197 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１）経営成績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、高水準を保つ企業業績を背景に、旺盛な設備投資や雇用環境の改善が見ら

れ、個人消費も順調に回復してまいりました。また、アジア経済圏においても、中国経済の高成長が続くなど、総

じて順調な景気の持続が実感できる状況で推移いたしました。 

 このような状況のなかで当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、積極的な営業展開と企業体

質の強化に向けて取組んでまいりました結果、単独業績にあっては、好調な港運事業を中心に、売上・利益ともに

前年同期比で増収増益を計上することができました。 

 しかしながら、当中間連結業績にあっては、外航事業において新船就航の遅れや燃料油の高騰、更には平成18年

７月のミサイル発射に起因する北朝鮮航路の運航自粛により、配船計画の変更を余儀なくされるなどの影響もあ

り、船舶増強による売上高の伸びはあったものの原価を吸収するに至らず、中間連結会計期間の業績は次のとおり

となりました。 

①海運事業 

(ⅰ)  内航海運では、取扱量は1,259千トン（前年同期比153千トン減、-10.8％）となったものの、主力輸送

貨物である鉄鋼業界が好調であることや運賃改訂等が徐々に浸透したことから、売上高3,009百万円（前

年同期比267百万円増、＋9.7％）と順調に推移いたしました。しかしながら、燃料油の負担増や傭船料

の上昇に加え、営業力強化等の管理費増加の影響も大きく、営業利益67百万円（前年同期比１百万円

減、-1.9％）の増収減益となりました。 

(ⅱ)  外航海運では、遅延しておりましたＳＤＬシリーズ新船投入計画も当中間期に完了し、取扱量は274千

トン（前年同期比75千トン増、＋38.1％）、売上高は744百万円（前年同期比245百万円増、+49.3％）と

取扱量・売上高ともに回復しつつあります。しかしながら、外的には燃料油の高騰、北朝鮮航路の運航

自粛、東シナ海で連続発生した台風の影響などの要因により、営業利益は９百万円（前年同期比21百万

円減、-68.7％）の増収減益となりました。 

②港運・倉庫事業 

(ⅰ)  港運事業では、国際複合輸送業務をはじめとする新規営業開拓に注力するとともに、効率的な営業施

策を全社的に目指したことや、鉄鋼や機械類の取扱量が順調に伸びたこともあり、取扱量709千トン（前

年同期比66千トン増、＋10.4％）、売上高2,616百万円（前年同期比268百万円増、＋11.4％）と増収に

て推移いたしました。また、営業利益にあっては、営業強化にともなう管理費等の負担増もありました

が、89百万円（前年同期比６百万円増、＋8.0％）の増益を確保することができました。 

(ⅱ)  倉庫事業では、取扱量は49千トン（前年同期比３千トン減、-6.3％）と減少しましたが、全社的な営

業開拓が結実し、売上高にあっては499百万円（前年同期比17百万円増、＋3.5％）と増収を確保するこ

とができました。しかしながら、老朽施設の修繕や投入人員等の管理費の負担増をまかないきれず、営

業利益△20百万（前年同期比２百万円悪化、-12.8％）の損失を計上いたしました。 

③その他事業 

 不動産賃貸部門および商事部門は売上高58百万円（前年同期比55百万円減、-48.9％）、営業利益2百万円

（前年同期比１百万円減 -45.2％）を計上しました。売上高の減少は、商事部門における輸入代行業務の減

少によるものであります。 

 以上のとおり当社グループの当中間連結会計期間の業績は、取扱量においては前年同期とほぼ同等の2,293千ト

ン（前年同期比14千トン減、-0.6％）と微減となりましたが、売上高は6,928百万円（前年同期比742百万円増、＋

12.0％）と増収を計上することができました。しかしながら、外航事業の新船投入による費用負担もあって、当中

間純利益は60百万円（前年同期比16百万円減、-21.3％）と減益に至りました。 



（2）キャッシュ・フロー 

    当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は（以下「資金」という）前中間連結会計期間

末に比べ239百万円減少し、当中間連結会計期間末は1,020百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

     (営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動による資金は、101百万円減少しました（前年同期は67百万円の増加）。

主な内訳は、税金等調整前中間純利益が122百万円、減価償却費133百万円、仕入債務の増加額96百万円等に対し、

売上債権の増加225百万円、法人税等の支払176百万円があったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は678百万円となりました（前年同期は808百万円の使

用）。これは、主に船舶の取得518百万円、傭船先に対する貸付金183百万円を実行したことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は468百万となりました（前年同期は1,078百万円の増

加）。これは、主に新船建造のための資金400百万円、傭船先への転貸資金200百万円を調達する一方、長期借入金

の返済を367百万円行ったことによるものです。 

２【事業部門別売上高、輸送品目別屯数及び売上高の状況】 

（1） 事業部門別売上高明細 

 当中間連結会計期間における事業部門別売上高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
数量 

（千トン） 
前年同期比 
（％） 

金額 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

［海運事業］         

内航事業 1,259 △10.8 3,009 9.7 

外航事業 274 38.1 744 49.3 

［港運・倉庫事業］         

港運事業 709 10.4 2,616 11.4 

倉庫事業 49 △6.3 499 3.5 

［その他事業］         

商事・賃貸事業 ― ― 58 △48.9 

合計 2,293 △0.6 6,928 12.0 



（2） 輸送品目別屯数及び売上高明細 

 当中間連結会計期間における輸送品目トン数及び売上高を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 内航事業・外航事業・港運事業・倉庫事業を合算したものであります。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変

更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記事項はありません。 

輸送品目別 
数量 

（千トン） 
前年同期比 
（％） 

金額 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

鉄鋼 1,324 13.2 3,541 20.7 

飼料 78 △35.5 137 △37.7 

農水産品 63 △7.4 251 △8.6 

油糧 45 △11.8 61 △10.5 

鉱石類 64 52.4 120 34.9 

機械類 25 47.1 82 53.7 

紙・パルプ 6 △22.2 9 △4.5 

自動車 11 △47.6 59 △18.5 

その他貨物 677 △16.0 2,610 11.1 

合計 2,293 △0.6 6,870 13.2 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

ヤマトスチール㈱ 1,115 18.0 1,244 18.0 

ＪＦＥ物流㈱グループ 776 12.5 977 14.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

    なお、当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了した

ものは、次のとおりであります。 

 兵機海運株式会社において、平成18年7月に完成を予定しておりました内航船舶「ＨＫＬ ヤマト」は竣工が遅

延しましたが、平成18年10月に竣工、就航しております。これは、旧社船「新旭丸」の代替船であり、輸送能力

に変化はありません。 

 新大同海運株式会社（子会社）において、前連結会計年度末に計画しておりました外航船の建造は平成18年６

月に「ＳＤＬ ＲＯＫＫＯ」、平成18年７月に「ＳＤＬ ＭＡＹＡ」が竣工し、それぞれ就航しております。こ

れによる、輸送能力の増加は、前者が40％、後者が25％であります。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数(株) 
（平成18年12月12日） 

上場証券取引所名
又は 

登録証券業協会名 
内容 

普通株式 12,240,000 12,240,000 
大阪証券取引所 

（市場第二部） 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

計 12,240,000 12,240,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減
額 

（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額  
（百万円） 

資本準備金 
残高  

（百万円） 

 平成18年４月１日～ 

    平成18年９月30日 
― 12,240 ― 612 ― 33 



（4）【大株主の状況】 

 （注） １ ふたば会は当社の取引先で構成される持株会であります。 

     ２ 有限会社ＹＯＣより、平成18年１月17日付で提出された大量保有報告書変更報告書により、平成18年１月

12日現在、株式会社トーテムが1,371千株（11.42％）、三浦 剛氏が224千株（1.87％）を共同保有して

いる旨の報告を受けていますが、当社として当期末現在における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には確認ができているもの以外は含めていません。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４番６号 1,624 13.27 

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18番６号 1,200 9.80 

株式会社みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 590 4.82 

ふたば会 神戸市中央区栄町通２丁目４番14号 524 4.28 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 402 3.28 

株式会社りそな銀行  大阪市中央区備後町２丁目２番１号  300 2.45 

兵機海運㈱従業員持株会 神戸市中央区栄町通２丁目４番14号 253 2.07 

株式会社トーテム 東京都港区南青山７丁目８番４号 196 1.60 

日工株式会社 兵庫県明石市大久保町江井島1013番地1 149 1.22 

石原薬品株式会社 神戸市兵庫区西柳原町５番26号 148 1.21 

計 － 5,386 44.01 



（5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が55,000株（議決権の数 

55個）含まれております。 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動はございません。 

  

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  129,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  12,026,000 12,026 － 

単元未満株式 普通株式  85,000 － 一単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数   12,240,000 － － 

総株主の議決権 － 12,026 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

兵機海運株式会社 

神戸市中央区栄町

通２丁目４番14号 
13,000 ― 13,000 0.11 

（相互保有株式） 

株式会社吉美 

姫路市大津区吉美

209番地の２ 
116,000 ― 116,000 0.95 

計 － 129,000 ― 129,000 1.05 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 328 314 278 272 254 293 

最低（円） 286 255 215 222 232 253 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、有恒監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

（1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※２   1,259 1,020   1,331 

２ 受取手形及び売掛金 ※４   1,681 1,915   1,690 

３ たな卸資産     32 41   33 

４ 前払費用     34 28   21 

５ 繰延税金資産     7 17   23 

６ その他     289 307   275 

貸倒引当金     △15 △15   △15 

流動資産合計     3,289 37.6 3,315 31.0   3,359 32.7

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物及び建物付属設備 ※２ 974 924 949   

(2) 船舶 ※２ 662 3,231 1,417   

(3) 土地 ※２ 623 623 623   

(4) 建設仮勘定   1,188 214 1,608   

(5) その他   50 3,498 40.0 50 5,044 47.1 46 4,647 45.2

２ 無形固定資産         

(1) 営業権   58 ― 49   

(2) 内航船舶建造権   ― 41 ―   

(3) その他   31 89 1.0 26 68 0.6 28 78 0.7

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券 ※２ 1,352 1,626 1,763   

(2) 長期貸付金   277 468 318   

(3) 長期前払費用   62 56 58   

(4) 長期未収運賃   121 150 150   

(5) 繰延税金資産   82 95 28   

(6) その他   162 159 164   

貸倒引当金   △186 1,873 21.4 △283 2,274 21.3 △283 2,200 21.4

固定資産合計     5,461 62.4 7,387 69.0   6,925 67.3

資産合計     8,751 100.0 10,702 100.0   10,285 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

 １ 支払手形     289 345   317 

 ２ 買掛金     1,021 1,110   1,042 

３ 短期借入金 ※２   2,742 3,111   2,781 

４ 未払法人税等     83 63   182 

５ その他     124 91   138 

流動負債合計     4,260 48.7 4,722 44.1   4,462 43.4

Ⅱ 固定負債         

１ 長期借入金 ※２   1,911 3,014   2,814 

２ 退職給付引当金     313 344   328 

３ 未払役員退職慰労金     43 43   43 

４ 船舶修繕引当金     9 24   11 

５ 債務保証損失引当金     305 415   415 

６ その他     － 5   － 

固定負債合計     2,583 29.5 3,848 36.0   3,612 35.1

負債合計     6,844 78.2 8,570 80.1   8,074 78.5

（少数株主持分）         

少数株主持分     － － － －   － －

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     612 7.0 － －   612 6.0

Ⅱ 資本剰余金     33 0.4 － －   33 0.3

Ⅲ 利益剰余金     883 10.1 － －   967 9.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金     386 4.4 － －   605 5.9

Ⅴ 自己株式     △8 △0.1 － －   △8 △0.1

資本合計     1,907 21.8 － －   2,210 21.5

負債、少数株主持分及び資
本合計 

    8,751 100.0 － －   10,285 100.0 

          

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本        

１ 資本金    － －  612 5.7  － －

２ 資本剰余金    － －  33 0.3  － －

３ 利益剰余金    － －  967 9.0  － －

４ 自己株式    － －  △8 △0.1  － －

株主資本合計    － －  1,604 15.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等        

１ その他有価証券評価差額金    － －  519 4.9  － －

２ 繰延ヘッジ損益    － －  8 0.1  － －

評価・換算差額等合計    － －  528 4.9  － － 

純資産合計    － －  2,132 19.9  － － 

負債純資産合計    － －  10,702 100.0  － － 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,185 100.0 6,928 100.0   12,645 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,239 84.7 5,965 86.1   10,759 85.1

売上総利益     945 15.3 962 13.9   1,886 14.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   776 12.6 814 11.8   1,568 12.4

営業利益     169 2.7 148 2.1   318 2.5

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   2 3 6   

２ 受取配当金   15 17 20   

３ 持分法による投資利益   ― 5 3   

４ 船舶建造遅延損害金    ― 34 11   

５ 為替差益   ― 8 ―   

６ その他   6 24 0.4 2 72 1.0 10 52 0.4

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   50 67 112   

２ 持分法による投資損失   0 ― ―   

３ 船舶建造遅延損害費   ― 21 ―   

４ その他   7 58 1.0 9 98 1.4 12 124 1.0

経常利益     134 2.2 122 1.8   246 1.9

Ⅵ 特別利益         

１ 貸倒引当金戻入額   0 ― 0   

２ 投資有価証券売却益   27 ― 138   

 ３ 固定資産売却益（船舶）   ― ― 104   

４ その他   － 27 0.5 ― ― ― 2 245 1.9

Ⅶ 特別損失         

１ 債務保証損失引当金繰入   － ― 109   

２ 貸倒引当金繰入額   25 ― 116   

３ その他   － 25 0.4 ― ― ― 7 232 1.8

税金等調整前中間（当期）
純利益 

    137 2.2 122 1.8   259 2.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  86 62 234   

法人税等調整額   △26 60 1.0 △0 61 0.9 △136 98 0.8

中間(当期)純利益     77 1.2 60 0.9   161 1.2

          



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   33   33

Ⅱ 資本剰余金 
中間期末（期末）残高 

  33   33

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   842   842

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間（当期）純利益   77 77 161 161

Ⅲ 利益剰余金減少高     

配当金   36 36 36 36

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末（期末）残高 

  883   967

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

   （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金  資本剰余金 利益剰余金  自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
612 33 967 △8 1,604 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）   （注）     △61   △61 

中間純利益（百万円）     60   60 

自己株式の取得（百万円）       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結会計期

間中の変動額（純額） （百万円） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― ― △0 △0 △0 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
612 33 967 △8 1,604 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券  
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
605 ― 605 2,210 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（百万円）  （注）       △61 

中間純利益（百万円）       60 

自己株式の取得（百万円）       △0 

株主資本以外の項目の中間連結会計期

間中の変動額（純額） （百万円） 
△85 8 △77 △77 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△85 8 △77 △77 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
519 8 528 2,132 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

                       
前中間連結会計期間 

   
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

                        
当中間連結会計期間   

   
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   137 122 259 

減価償却費   82 133 151 

貸倒引当金の増減額   19 △0 116 

有形固定資産売却損益   ― ― △104 

為替差損益   △2 △0 △1 

持分法による投資損益   0 △5 △3 

退職給付引当金の増減額   30 15 45 

受取利息及び受取配当金   △17 △21 △26 

支払利息   50 67 112 

その他の営業外収益   △6 △45 △24 

その他の営業外費用   7 31 19 

有価証券の売却損益   △27 ― △138 

有価証券の評価損   2 ― 2 

有形固定資産除却損   2 0 2 

売上債権の増減額   △94 △225 △132 

たな卸資産の増減額   △10 △7 △11 

仕入債務の増減額   132 96 181 

その他の増減額   △106 △40 66 

小計   199 120 513 

利息及び配当金の受取額   20 23 29 

利息の支払額   △46 △67 △104 

その他の営業外収益の受取額   6 29 13 

その他の営業外費用の支払額   △5 △31 △19 

法人税等の支払額   △107 △176 △159 

営業活動によるキャッシュ・フロー   67 △101 272 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー         

有価証券等の取得による支出   △55 △6 △187 

有価証券等の売却による収入   72 7 274 

固定資産の取得による支出   △741 △518 △2,094 

固定資産の売却による収入   ― ― 250 

短期貸付金の増減額    ― ― △7 

長期貸付金による支出   △105 △183 △169 

長期貸付金の回収による収入   21 22 51 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △808 △678 △1,883 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入れによる増減額   344 298 286 

長期借入れによる収入   940 600 2,330 

長期借入金の返済による支出   △169 △367 △559 

配当金の支払額   △36 △61 △36 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,078 468 2,019 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額   2 0 1 

Ⅴ現金及び現金同等物の増加額（又は
減少額） 

  339 △310 410 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高   920 1,331 920 

Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  1,259 1,020 1,331 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数  １社 

会社名  新大同海運㈱ 

(イ)連結子会社の数  １社 

同左 

(イ)連結子会社の数 １社 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(イ)持分法適用の関連会社数 

 １社 

会社名  ㈱吉美 

(イ)持分法適用の関連会社数 

 １社 

同左 

(イ)持分法適用の関連会社数 

 １社 

同左 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は中

間連結決算日と同一でありま

す。 

同左  連結子会社の決算日は３月末

日であります。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

      

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

貯蔵品…最終仕入原価法によ

る原価法 

① たな卸資産 

貯蔵品…最終仕入原価法によ

る原価法（内航） 

移動平均法による原

価法（外航） 

① たな卸資産 

貯蔵品…最終仕入原価法によ

る原価法（内航） 

移動平均法（外航） 

  ② 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。） 

② 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 

② 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ③ デリバティブ 

時価法 

③ デリバティブ 

同左 

③ デリバティブ 

同左 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く）

及び船舶の一部 

………………定額法 

その他のもの 

………………定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

  建物及び付属設備 ５～50年

船舶 12～15年

    

  ② 無形固定資産 

 定額法（なお、自社利用ソフ

トウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基

づく定額法） 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

① 貸倒引当金 

      同左 

① 貸倒引当金 

      同左 

 ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（215百万円）については、10

年による均等額を費用処理して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理すること

としております。 

② 退職給付引当金 

      同左 

  

  

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（215百万円）については、10年

による均等額を費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理すること

としております。 

  ③ 役員退職慰労引当金 

 当中間連結会計期間より、役

員退職金規定を廃止し、既往分

は未払役員退職慰労金に計上し

ております。 

③ 役員退職慰労引当金 

     ─── 

③ 役員退職慰労引当金 

 当連結会計年度より、役員退

職金規定を廃止し、既往分は未

払役員退職慰労金に計上してお

ります。 

  ④ 船舶修繕引当金 

 船舶安全法の規定に基づく定

期検査等の支出に備えて、５年

間に必要とするドック費用を見

積り、計上しております。 

④ 船舶修繕引当金 

       同左 

④ 船舶修繕引当金 

      同左 

  ⑤ 債務保証損失引当金 

 保証債務による損失に備える

ため、被保証先の財務内容を勘

案して所要額を見積り計上して

おります。 

⑤ 債務保証損失引当金 

 同左 

⑤ 債務保証損失引当金 

同左 

(ニ)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 同左  外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

(ホ)重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 同左 同左 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。なお、特例処

理の要件を満たしている金利ス

ワップについては特例処理によ

っております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間連結会計期間にヘッジ

会計を適用したヘッジ手段とヘ

ッジ対象は以下のとおりであり

ます。 

a.ヘッジ手段…為替予約 

へッジ対象…外貨建買入債務

及び外貨建予定取引 

b.ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当連結会計年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッジ

対象は以下のとおりでありま

す。 

a.ヘッジ手段…為替予約 

へッジ対象…外貨建買入債務

及び外貨建予定取引 

b.ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

  ③ ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する権

限規定及び取引限度額等を定め

た内部規定に基づき、ヘッジ対

象に係る為替相場変動リスク及

び金利変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計又は相場変動を半

期ごとに比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。ただし、

特例処理によっている金利スワ

ップについては有効性の評価を

省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

(ト)その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、取

得日から３ケ月以内に満期の到

来する流動性の高い、かつ価値

が変動する懼れのほとんどない

預金・貯金のみを計上しており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、取得日

から３ケ月以内に満期の到来す

る流動性の高い、かつ価値が変

動する懼れのほとんどない、預

金・貯金のみを計上しておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。なお、これ

による当中間連結会計期間の損益

に与える影響はありません。 

─── 

  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。なお、これによる

税金等調整前当期純利益に影響は

ありません。 

─── 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は、2,124百万円でありま

す。 

 なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

─── 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ─── 

  

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間において、営業権と掲記されて

いたものは、当中間連結会計期間から内航船舶建造権

と表示しております。 

（中間連結損益計算書関係） 

 前中間連結会計期間において、営業外収益「その

他」に含めていた「為替差益」（２百万円）は重要性

が増加したため、当中間連結会計期間から区分掲記し

ております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  1,870百万円       1,631百万円        1,512百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

①担保に供している資産 ①担保に供している資産 ①担保に供している資産 

建物 724百万円

船舶 550 〃 

土地 611 〃 

投資有価証券 889 〃 

計 2,776百万円

 上記の他に、信用状開設のために

定期預金40百万円を担保に提供して

おります。 

建物    681百万円

船舶  3,132 〃 

土地  521 〃 

投資有価証券  1,164 〃 

計    5,500百万円

 上記の他に、信用状開設のために

定期預金40百万円を担保に提供して

おります。 

建物    710百万円

船舶  1,313 〃 

土地   611 〃 

投資有価証券  1,245 〃 

計    3,880百万円

②担保付債務 ②担保付債務 ②担保付債務 

短期借入金 1,877百万円

長期借入金 490 〃 

計 2,368百万円

短期借入金  1,848百万円

長期借入金 2,777 〃 

計   4,625 百万円

短期借入金    1,833百万円

長期借入金  1,880 〃 

計   3,713百万円

 ３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対して次のとおり債務保証を行

っております。 

 ３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対して次のとおり債務保証を行

っております。 

 ３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対して次のとおり債務保証を行

っております。 

㈲福島海運 379百万円

誠進海運㈲ 139 〃 

橋本海運㈲ 77 〃 

幸盛海運㈱ 79 〃 

杉本海運㈲ 78 〃 

英幸海運㈲ 74 〃 

小計 827百万円

債務保証損失引当額 305百万円

計 522百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手形 

  中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、当中間連結

会計期間の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期間末日満期

手形が中間連結会計期間末残高に含まれ

ております。 

     受取手形        21百万円 

㈲福島海運   376百万円

誠進海運㈲  135 〃 

幸盛海運㈲ 77 〃 

英幸海運㈱  72 〃 

橋本海運㈲ 59 〃 

杉本海運㈲ 59 〃 

小計    780百万円

債務保証損失引当額   415百万円

計    365百万円

㈲福島海運    377百万円

誠進海運㈲ 137 〃 

幸盛海運㈱  78 〃 

英幸海運㈱ 73 〃 

橋本海運㈲ 67 〃 

杉本海運㈲ 59 〃 

小計    793百万円

債務保証損失引当額    415百万円

計    378百万円



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加152株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．配当関する事項 

配当金支払額 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

給料手当 418百万円

福利厚生費 82 〃 

退職給付引当金繰入額 28 〃 

旅費交通費 26 〃 

賃借料 45 〃 

通信費 19 〃 

減価償却費 11 〃 

給料手当    440百万円

福利厚生費  86 〃 

退職給付引当金繰入額  31 〃 

旅費交通費  28 〃 

賃借料  46 〃 

通信費 18 〃 

減価償却費  10 〃 

給料手当   832百万円

福利厚生費  168 〃 

退職給付引当金繰入額  57 〃 

旅費交通費  53 〃 

賃借料  93 〃 

通信費  36 〃 

減価償却費  22 〃 

貸倒引当金繰入   0 〃 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 12,240,000 － － 12,240,000 

合計 12,240,000 － － 12,240,000 

自己株式     

普通株式     （注） 47,514 152 － 47,666 

合計 47,514 152 － 47,666 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり  
配当額（円）

基準日 効力発生日 

 平成18年６月28日 

  定時株主総会 
 普通株式 61 5 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（1）現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（1）現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（1）現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定 1,259百万円

現金及び現金同等物 1,259百万円

現金及び預金勘定    1,020百万円

現金及び現金同等物   1,020百万円

現金及び預金勘定    1,331百万円

現金及び現金同等物    1,331百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

 全て工具・器具・備品でありま

す。 

 全て工具・器具・備品でありま

す。 

  全て工具・器具・備品でありま

す。 

取得価額相当額 49百万円

減価償却累計額相当額 29 〃 

中間期末残高相当額 20 〃 

取得価額相当額   49百万円

減価償却累計額相当額  38 〃 

中間期末残高相当額 10 〃 

取得価額相当額   49百万円

減価償却累計額相当額  34 〃 

期末残高相当額  15 〃 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 10百万円

１年超 10 〃 

合計 20百万円

１年内   7百万円

１年超  3 〃 

合計   10百万円

１年内   10百万円

１年超  5 〃 

合計   15百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5 〃 

支払利息相当額 0 〃 

支払リース料  4百万円

減価償却費相当額  4 〃 

支払利息相当額 0 〃 

支払リース料   10百万円

減価償却費相当額  10 〃 

支払利息相当額  0 〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損  

失はありません。  

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

（減損損失について） 

同左 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

（減損損失について） 

同左 

  



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

区分 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借
対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
                  

① 株式 530 1,180 650 511 1,402 890 612 1,630 1,017 

② 債券 － － － － － － － － － 

③ その他 － － － － － － － － － 

小計 530 1,180 650 511 1,402 890 612 1,630 1,017 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
                  

① 株式 30 29 △0 102 85 △17 － － － 

② 債券 － － － － － － － － － 

③ その他 － － － － － － － － － 

小計 30 29 △0 102 85 △17 － － － 

合計 560 1,210 650 614 1,488 873 612 1,630 1,017 

区分 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

その他有価証券       

①非上場株式 70 72 70 

②合同運用指定金銭信託他 12 ― ― 

合計 82 72 70 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

 「金融商品に係る会計基準」によ

り、ヘッジ会計を行っているため、

開示すべき事項はありません。 

同左 同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業の取り扱いの種類、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っております。 

２ 各事業の主な内容 

（1）海運事業………………内航海運、外航海運 

（2）港運・倉庫事業………港湾運送事業、倉庫事業 

（3）その他事業……………不動産賃貸、商事業務 

  
海運事業 
（百万円） 

港運・倉庫
事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 3,240 2,830 114 6,185 － 6,185 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
0 8 0 9 (9) － 

計 3,241 2,839 114 6,195 (9) 6,185 

営業費用 3,140 2,775 110 6,025 (9) 6,016 

営業利益 100 64 3 169 － 169 

  
海運事業 
（百万円） 

港運・倉庫
事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 3,754 3,116 58 6,928 ― 6,928 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
0 5 ― 5 (5) ― 

計 3,754 3,121 58 6,933 (5) 6,928 

営業費用 3,676 3,053 56 6,785 (5) 6,780 

営業利益 78 68 2 148 ― 148 

  
海運事業 
（百万円） 

港運・倉庫
事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 6,734 5,710 201 12,645 ― 12,645 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
0 18 0 18 (18) ― 

計 6,734 5,728 201 12,663 (18) 12,645 

営業費用 6,525 5,626 194 12,345 (18) 12,327 

営業利益 209 102 6 318 ― 318 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。  

（2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  156.47円 

１株当たり中間純利益金額   6.33円 

１株当たり純資産額   174.93円

１株当たり中間純利益金額   4.98円

１株当たり純資産額 181.30円

１株当たり当期純利益金額  13.23円

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 77 60 161 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
77 60 161 

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,194 12,192 12,193 



２【中間財務諸表等】 

（1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※２ 1,223 978 1,287   

２ 受取手形 ※５ 140 160 113   

３ 売掛金   1,519 1,722 1,570   

４ 短期貸付金   465 500 417   

５ 繰延税金資産   7 17 23   

６ その他   286 291 233   

貸倒引当金   △15 △15 △15   

流動資産合計     3,627 42.0 3,655 34.4   3,630 35.6

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物及び付属設備 ※２ 974 924 949   

(2) 船舶 ※２ 240 98 104   

(3) 土地 ※２ 623 623 623   

(4) 建設仮勘定    203 214 255   

(5) その他   48 49 45   

計   2,089 1,910 1,979   

２ 無形固定資産         

(1) 営業権   58 ― 49   

(2) 内航船舶建造権   ― 41 ―   

(3) その他   31 26 27   

計   89 68 78   

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券 ※２ 1,313 1,580 1,720   

(2) 長期貸付金   1,340 3,292 2,729   

(3) 繰延税金資産   84 95 28   

(4) その他   284 309 314   

貸倒引当金   △194 △285 △285   

計   2,828 4,993 4,508   

固定資産合計     5,008 58.0 6,971 65.6   6,566 64.4

資産合計     8,635 100.0 10,627 100.0   10,196 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形   289     345     317     

２ 買掛金   987     1,077     1,012     

３ 短期借入金 ※２ 2,290     2,530     2,232     

４ 一年以内に返済予定の長期
借入金 

※２ 452     581     549     

５ 未払法人税等   77     64     182     

６ 未払金   37     40     40     

７ その他 ※４ 86     49     99     

流動負債合計     4,221 48.8   4,688 44.1   4,432 43.5 

Ⅱ 固定負債                     

１ 長期借入金 ※２ 1,911     3,014     2,814     

２ 退職給付引当金   313     344     328     

３ 未払役員退職慰労金   43     43     43     

４ 船舶修繕引当金   5     ―     ―     

５ 債務保証損失引当金   305     415     415     

６ その他   ―     5     ―     

固定負債合計     2,578 29.9   3,823 36.0   3,601 35.3 

負債合計     6,800 78.7   8,511 80.1   8,034 78.8 

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     612 7.1   － －   612 6.0 

Ⅱ 資本剰余金                     

  資本準備金   33     －     33     

資本剰余金合計     33 0.4   － －   33 0.3 

Ⅲ 利益剰余金                     

１ 利益準備金   153     －     153     

２ 任意積立金   520     －     520     

３ 中間（当期）未処分利益   131     －     240     

利益剰余金合計     804 9.3   － －   913 9.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     386 4.5   － －   605 5.9 

Ⅴ 自己株式     △1 △0.0   － －   △2 △0.0 

資本合計     1,835 21.3   － －   2,162 21.2 

負債資本合計     8,635 100.0   － －   10,196 100.0 

                      

（純資産の部）            
Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  612 5.8  － － 

２ 資本剰余金            
  資本準備金   －   33   －   

資本剰余金合計    － －  33 0.3  － － 

３ 利益剰余金            
(1) 利益準備金   －   153   －   
(2) その他利益剰余金               
別途積立金   －   600   －   
繰越利益剰余金   －   191   －   

利益剰余金合計    － －  944 8.9  － － 

４ 自己株式    － －  △2 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  1,587 14.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評価差額金    － －  519 4.9  － － 

２ 繰延ヘッジ損益    － －  8 0.1  － － 

評価・換算差額等合計    － －  528 5.0  － － 

純資産合計    － －  2,116 19.9  － － 

負債純資産合計    － －  10,627 100.0  － － 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,696 100.0 6,189 100.0   11,576 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,813 84.5 5,278 85.3   9,786 84.5

売上総利益     882 15.5 911 14.7   1,789 15.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     739 13.0 768 12.4   1,483 12.8

営業利益     142 2.5 142 2.3   306 2.6

Ⅳ 営業外収益 ※１   40 0.7 101 1.6   82 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   58 1.0 90 1.4   118 1.0

経常利益     125 2.2 153 2.5   269 2.3

Ⅵ 特別利益 ※３   27 0.5 － －   243 2.1

Ⅶ 特別損失 ※４   25 0.4 － －   232 2.0

税引前中間(当期)純利益     127 2.2 153 2.5   280 2.4

法人税、住民税 
及び事業税 

  81 62 234   

法人税等調整額   △26 55 1.0 △0 61 1.0 △135 99 0.9

中間(当期)純利益     72 1.3 92 1.5   181 1.6

前期繰越利益     58 －   58 

中間(当期)未処分利益     131 －   240 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

   （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 
資本剰余
金合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途 

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
612 33 33 153 520 240 913 △2 1,556 

中間会計期間中の変動額          

別途積立金の積立（百万円）（注）          80 △80 ―   ― 

剰余金の配当（百万円）  （注）           △61 △61   △61 

中間純利益（百万円）           92 92   92 

自己株式の取得（百万円）               △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会計期間中

の変動額（純額） （百万円） 
                  

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― ― ― ― 80 △48 31 △0 31 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
612 33 33 153 600 191 944 △2 1,587 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
605 ― 605 2,162 

中間会計期間中の変動額     

別途積立金の積立（百万円）（注）       ― 

剰余金の配当（百万円）  （注）       △61 

中間純利益（百万円）       92 

自己株式の取得（百万円）       △0 

株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） （百万円） 
△85 8 △77 △77 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△85 8 △77 △46 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
519 8 528 2,116 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1)たな卸資産 

貯蔵品 

…最終仕入原価法による原価

法 

(1)たな卸資産 

貯蔵品 

同左 

(1)たな卸資産 

貯蔵品 

同左 

  (2)有価証券 

子会社及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

(2)有価証券 

子会社及び関連会社株式 

同左 

(2)有価証券 

子会社及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (3)デリバティブ 

時価法 

(3)デリバティブ 

同左 

(3)デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く）

及び船舶の一部 

………………………定額法 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

  その他のもの 

………………………定率法 

    

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

    

  建物及び付属設備 ５～50年

船舶 12～14年

    

  (2)無形固定資産 

 定額法。なお、自社利用ソフ

トウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異

（215百万円）については、10

年による均等額を費用処理して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理すること

としております。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込み額を計上して

おります。 

 なお、会計基準変更時差異

（215百万円）については10年に

よる均等額を費用処理しており

ます。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存期間以内の

一定の年数（５年）による定額

法により費用処理しておりま

す。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

 当中間会計期間より役員退職

金規程を廃止し、既往分は未払

役員退職慰労金に計上しており

ます。 

(3) 役員退職慰労引当金 

     ─── 

(3) 役員退職慰労引当金 

 当期より役員退職金規程を廃

止し、既往分は未払役員退職慰

労金に計上しております。 

  (4) 船舶修繕引当金 

 船舶安全法の規定に基づく定

期検査等の支出に備えて５年間

に必要とするドック費用を見積

り計上しております。 

(4) 船舶修繕引当金 

同左 

(4) 船舶修繕引当金 

同左 

  (5) 債務保証損失引当金 

 保証債務による損失に備える

ため、被保証先の財務内容を勘

案して所要額を見積り計上して

おります。 

(5) 債務保証損失引当金 

同左 

(5) 債務保証損失引当金 

同左 

４ 外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

６ 重要なヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。なお、特例処

理の要件を満たしている金利ス

ワップについては特例処理によ

っております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間会計期間末にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりでありま

す。 

a.ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建買入

債務及び外貨建予定取引 

b.ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象

は以下のとおりであります。 

a.ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建買入

債務及び外貨建予定取引 

b.ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金 

  (3) ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する権

限規定及び取引限度額等を定め

た内部規定に基づき、ヘッジ対

象に係る為替相場変動リスク及

び金利変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

（3）ヘッジ方針 

同左 

  

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計又は相場変動を半

期ごとに比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。ただし、

特例処理によっている金利スワ

ップについては有効性の評価を

省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 収益及び費用の計上基準 

 収益及び費用の計上基準は輸

送完了基準（揚切基準）により

収支対応するよう計上しており

ます。 

(1) 収益及び費用の計上基準 

同左 

(1) 収益及び費用の計上基準 

同左 

  (2) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜き方式によってお

ります。 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産 

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。なお、これによる

当中間会計期間の損益に与える影

響はありません。 

 ───  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産 の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。なお、これによる

税引前当期純利益の影響はありま

せん。 

───  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は、2,108百万円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

 ─── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ─── 

  

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間において、営業権と掲記されていた

ものは、当中間会計期間から内航船舶建造権と表示し

ております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  1,777百万円        1,420百万円        1,385百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

（担保に供している資産） （担保に供している資産） （担保に供している資産） 

建物 724百万円

船舶 128 〃 

土地 611 〃 

投資有価証券 889 〃 

計 2,353百万円

 上記の他に、信用状開設のために

定期預金40百万円を担保に提供して

おります。 

建物    681百万円

船舶 － 〃 

土地  521 〃 

投資有価証券  1,164 〃 

計    2,367百万円

 上記の他に、信用状開設のために

定期預金40百万円を担保に提供して

おります。 

建物    710百万円

船舶  － 〃 

土地  611 〃 

投資有価証券  1,245 〃 

計    2,567百万円

（担保付債務） （担保付債務） （担保付債務） 

短期借入金 1,670百万円

１年以内返済予定長

期借入金 
207 〃 

長期借入金 490 〃 

計 2,368百万円

短期借入金    1,390百万円

１年以内返済予定長

期借入金 
 298 〃 

長期借入金  1,424 〃 

計    3,112百万円

短期借入金    1,462百万円

１年以内返済予定長

期借入金 
 321 〃 

長期借入金 1,455 〃 

計    3,238百万円

 ３ 保証債務 

 他の会社の金融機関等からの借入金に

対して次のとおり債務保証を行っており

ます。 

 ３ 保証債務 

 他の会社の金融機関等からの借入金に

対して次のとおり債務保証を行っており

ます。 

 ３ 保証債務 

 他の会社の金融機関等からの借入金に

対して次のとおり債務保証を行っており

ます。 

㈲福島海運 379百万円

誠進海運㈲ 139 〃 

橋本海運㈲ 77 〃 

幸盛海運㈱ 79 〃 

杉本海運㈲ 78 〃 

英幸海運㈲ 74 〃 

小計 827百万円

債務保証損失引当額 305百万円

計 522百万円

㈲福島海運    376百万円

誠進海運㈲  135 〃 

幸盛海運㈲  77 〃 

英幸海運㈱ 72 〃 

橋本海運㈲  59 〃 

杉本海運㈲  59 〃 

小計    780百万円

債務保証損失引当額    415百万円

計    365百万円

㈲福島海運    377百万円

誠進海運㈲  137 〃 

幸盛海運㈱ 78 〃 

英幸海運㈱  73 〃 

橋本海運㈲  67 〃 

杉本海運㈲  59 〃 

小計    793百万円

債務保証損失引当額    415百万円

計    378百万円

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債「その他」に含めて表示してお

ります。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

  

  

※５ 中間期末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形が中間会

計期間末残高に含まれております。 

      受取手形       21百万円 

          ─── 

  



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加152株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 18百万円

受取配当金 18 〃 

受取利息   46百万円

受取配当金  20 〃 

船舶建造遅延損害金  26 〃 

受取利息   54百万円

受取配当金  22 〃 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 50百万円 支払利息   67百万円

船舶建造遅延損害費  21 〃 

支払利息   112百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 27百万円 ─── 投資有価証券売却益   138百万円

固定資産売却益  104 〃 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

貸倒引当金繰入額 25百万円 ─── 貸倒引当金繰入額   116百万円

債務保証損失引当金繰入  109 〃 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 54百万円

無形固定資産 11 〃 

有形固定資産   35百万円

無形固定資産  10 〃 

有形固定資産    75百万円

無形固定資産  21 〃 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間 
 増加株式数（株）

当中間会計期間 
 減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式     （注） 13,108 152 ― 13,260 

合計 13,108 152 ― 13,260 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 全て工具・器具・備品でありま

す。 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 全て工具・器具・備品でありま

す。 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 全て工具・器具・備品でありま

す。 

取得価額相当額 49百万円

減価償却累計額相当額 29 〃 

中間期末残高相当額 20 〃 

取得価額相当額   49百万円

減価償却累計額相当額 38 〃 

中間期末残高相当額  10 〃 

取得価額相当額   49百万円

減価償却累計額相当額  34 〃 

期末残高相当額  15 〃 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 10百万円

１年超 10 〃 

合計 20百万円

１年内   7百万円

１年超  3 〃 

合計   10百万円

１年内   10百万円

１年超  5 〃 

合計   15百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5 〃 

支払利息相当額 0 〃 

支払リース料  4百万円

減価償却費相当額  4 〃 

支払利息相当額  0 〃 

支払リース料   10百万円

減価償却費相当額  10 〃 

支払利息相当額  0 〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

(5) 利息相当額の算定方法 

        同左 

  

  

  

（減損損失について） 

同左 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

        同左 

  

  

  

（減損損失について） 

同左 

  



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



（2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第63期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日

兵機海運株式会社    

  取締役会 御中   

  有恒監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 前田 雅行  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 中瀬  守  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている兵機海

運株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、兵機海運株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月12日

兵機海運株式会社    

  取締役会 御中   

  有恒監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 前田 雅行  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 中瀬  守  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている兵機海

運株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、兵機海運株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日

兵機海運株式会社    

  取締役会 御中   

  有恒監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 前田 雅行  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 中瀬  守  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている兵機海

運株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第63期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、兵機海運株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月12日

兵機海運株式会社    

  取締役会 御中   

  有恒監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 前田 雅行  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 中瀬  守  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている兵機海

運株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第64期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、兵機海運株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２事業部門別売上高、輸送品目別屯数及び売上高の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（2）新株予約権等の状況
	（3）発行済株式総数、資本金等の状況
	（4）大株主の状況
	（5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	（1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	（2）その他

	２中間財務諸表等
	（1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	（2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/46
	pageform2: 2/46
	form1: EDINET提出書類  2006/12/12 提出
	form2: 兵機海運株式会社(671027)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/46
	pageform4: 4/46
	pageform5: 5/46
	pageform6: 6/46
	pageform7: 7/46
	pageform8: 8/46
	pageform9: 9/46
	pageform10: 10/46
	pageform11: 11/46
	pageform12: 12/46
	pageform13: 13/46
	pageform14: 14/46
	pageform15: 15/46
	pageform16: 16/46
	pageform17: 17/46
	pageform18: 18/46
	pageform19: 19/46
	pageform20: 20/46
	pageform21: 21/46
	pageform22: 22/46
	pageform23: 23/46
	pageform24: 24/46
	pageform25: 25/46
	pageform26: 26/46
	pageform27: 27/46
	pageform28: 28/46
	pageform29: 29/46
	pageform30: 30/46
	pageform31: 31/46
	pageform32: 32/46
	pageform33: 33/46
	pageform34: 34/46
	pageform35: 35/46
	pageform36: 36/46
	pageform37: 37/46
	pageform38: 38/46
	pageform39: 39/46
	pageform40: 40/46
	pageform41: 41/46
	pageform42: 42/46
	pageform43: 43/46
	pageform44: 44/46
	pageform45: 45/46
	pageform46: 46/46


